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研究成果の概要（和文）：本研究では，動学的確率的マクロ経済モデルを用いて，生産要素や生

産物の国際的な移動と同時に，ある国や地域のリスクや災害被害が他の地域にも大きな影響を

与える経済の振舞いと，インフラストラクチャの役割について定性的，定量的に分析する．サ

ブテーマごとに，人口や労働，水資源や土砂，知識，エネルギーなど様々な要素を「移動性」

の視点で性格付けした上で，市場を通じて種々のリスクがどのように配分されるのか，リスク

のコントロールがどのような経済成長効果をもつのかを分析する．そして，土木インフラがも

つ「動かない要素」としての性格が導くリスク配分機能を明らかにする． 

 
研究成果の概要（英文）：This study applies dynamic stochastic macroeconomic models to 

investigate how mobility of input factors and products affects risk allocation and damage 

sharing of disaster in global and multi-regional frameworks. Mobility of population, labor, 

water resource, knowledge and energy is respectively focused with concerns how their risks 

are allocated in market and how they can be controlled to achieve larger economic growth. 

Each sub-theme figures out inherent function of civil-engineering type of infrastructure as 

immobile factor in the economy. 
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１．研究開始当初の背景 

研究代表者は，横松・小林・田中（2001）
等により，自然災害リスクの地域間配分問題
における中央政府と地域政府の役割につい
て分析してきた．それらを通じてリスク配分
論の基礎を得たが，そこでは静学的枠組みで，
かつ中央政府が存在して課税等の強制力を

発揮できる 1 国経済の枠組みを対象としてい
た．一方，Yokomatsu(2009)や横松・上田
（2009,2007），石倉・横松（2008）等を通じ
て，マクロ経済学の視野から，インフラの本
質的機能と経済成長への影響に関する検討
を重ねてきた．以上のように，要素移動性と
リスク配分の関係と，インフラと経済成長の
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関係に関して独立に研究を進めていた． 

 

２．研究の目的 

 本研究では，国際的に資源や労働の移動，
生産物の貿易が活発に行われると同時に，あ
る国や地域のリスクや災害被害が他の地域
にも大きな影響を与えるマクロ経済の動学
的な振舞いと，インフラストラクチャの役割
について定性的，定量的に分析する．人口や
労働のみならず，水資源や土砂，知識，エネ
ルギーなど様々な要素を「移動性」の視点で
性格付けした上で，市場を通じて種々のリス
クがどのように配分されるのか，リスクのコ
ントロールがどのような経済成長効果をも
つのかを分析する．そして，土木施設がイン
フラストラクチャとしてもつ「動かない要
素」としての性格がもたらすリスク配分機能
を明らかにしていくことを目的とする． 

 

３．研究の方法 

 本研究では動学的確率的マクロ経済モデ
ルを分析枠組みとして用いる．その基本的枠
組みに，それぞれのサブテーマごとに着目し
た要素と，それと本質的に関係した構造を組
み込む．そして，社会的最適化条件や市場均
衡条件を導いて，定性的構造を分析する．い
くつかのサブテーマでは，実データを用いて
モデルのキャリブレーションを行い，定量的
分析を行う．そしていずれのサブテーマにお
いても，インフラ整備に関連した政策的示唆
を導く． 
 
４．研究成果 
22 年度には，サブテーマ「確率的動学マクロ
経済アプローチによる交通基盤政策分析」に
おいて，1 国が多地域により構成される動学
的開放マクロ経済モデルを定式化した．そし
て災害のような局地的リスクの下での資本
の地域間立地均衡を分析した．そして，交通
基盤整備が進めば，生産要素や中間財，最終
財の移動費用が減少することにより，企業の
分散立地が進み，国内のリスクシェアリング
が進む．その結果，リスクに曝された資本集
約的なセクターが国内でより成長する可能
性があり，国際貿易にも影響が及ぶ定性的な
構造を示した． 
 また，サブテーマ「利根川水系の水移転が
経済成長に与える影響に関する定量的分析」
において，従来，利根川水系を対象に，動か
ない生産要素と考えられてきた水利権が移
転した場合の経済成長効果を分析するため
の多部門動学モデルを定式化した．また産業
連関データを用いてパラメータを同定し，定
量的分析を行った． 
 さらに，サブテーマ「世代重複モデルによ
る貨幣援助と災害復興過程に関する基礎的
研究」では，貨幣援助と実物援助が被災国の

復興過程に与える長期的影響について分析
した．とりわけ貨幣援助が，被災国家計に対
して，インフラ等の資本の復興投資を行うイ
ンセンティブを与えうるかどうかに着目し
た．また，災害後に集中的に復旧された資本
が，後の世代に更新需要などのかたちでどの
ような影響をもたらすかについて分析した． 
 23年度から 24年度にかけて，2011年 3 月
11 日に発生した東日本大震災の長期的な経
済的影響を分析する研究に取り組んだ．サブ
テーマ「従属経済モデルにおける巨大災害シ
ョックの長期的影響分析」では，従属経済
(Dependent Economy)の構造をもつ国内 3 地
域のマクロ経済モデルを定式化し，電力の減
少や，「動かない要素」である道路などのイ
ンフラの損壊がもたらす被災地域の復興過
程を検討した．このとき東北被災地域の部品
製造部門に着目し，当部門の資本が損壊し，
生産の減少によってサプライチェーンがダ
メージを受けたときの，国内他地域への産業
連関効果や，貿易への影響をマクロ動学的視
点から分析した．また，24年度には，東北被
災地域の製造業に着目し，その構成と震災後
に撤退した事業所の特徴について統計的分
析を行った． 
サブテーマ「住替え行動と中古住宅取引を考
慮した住宅長寿命化政策の分析」では，近年
進められている住宅の長寿命化政策の効果
について検討した．住宅市場のマッチングモ
デルを定式化し，家計の住環境へのニーズの
変化等の影響が市場均衡に与える影響につ
いて数値解析を行った．それによって，住宅
長寿命化は耐用年数超過住宅や住宅の取り
壊しの減少をもたらす一方，資産価値の減少
や，ニーズが変化した家計の住替え機会の減
少を導く可能性があることを明らかにした．
また，長寿命化政策を補完するために，中古
住宅市場の活性化を促進することが効果的
であることを示した． 
さらに，サブテーマ「インドネシア・メラピ
地域における火山災害と土砂採掘に着目し
た確率的動学マクロ経済分析」に取り組んだ．
インドネシア・メラピ地域では，火山噴火が
周辺地域に大きな被害を与えている．その一
方で，噴火は経済資源として利用可能な土砂
を発生させている．また，土砂資源を利用す
ることで地域の経済発展が促されるのと同
時に，土砂の過剰採掘による環境の悪化も問
題になっている．したがって，地域の長期的
発展のためには，防災対策と同時に，噴火に
より発生する土砂を適切にコントロールす
ることが必要となる．本研究では，火山災害
リスク下の確率的経済成長モデルを定式化
し，火山噴火とそれによる土砂資源の発生が
現地の経済と環境に与える長期的影響を分
析する枠組みを定式化した．そして数値解析
では，災害の規模やタイミング，環境への意



 

 

識を変えた複数のシナリオを用意し，それぞ
れの場合においてどのような対策をとれば
社会厚生が高められるかを検討した．その結
果，防災技術が一定水準以上であれば，噴火
の規模が大きければ防災対策が有効である
ことが確認された．それに対して，噴火の規
模が小さければ，大きな防災対策は生産の増
加と土砂採掘の増加を通じて，結果的に環境
水準が下がる結果を導く可能性があること
が判明した．また，環境への意識が高い場合
や，噴火の規模が小さい場合には環境回復投
資が有効であることが確認された．さらに，
環境悪化を促進すると懸念されている噴火
時の追加採掘は，適切な量を守れば被災後の
経済の停滞を抜け出すビッグプッシュとし
ての役割を果たす可能性があることが示さ
れた． 
 また，23 年度から 24年度にかけて，「大規
模自然災害と防災知識形成の動学モデル分
析」に取り組んだ．自然災害が発生するたび
に，被害を受けた対象の分野の専門家たちは
被災地に出向き，被害状況の詳細な調査を行
う．防災の実務的・学術的 R&D（研究開発）
においては災害直後の被災地調査が重視さ
れ，そこでの成果が後の革新を促すサイクル
が存在する．本研究では災害時に新しい知見
や 次 な る 課 題 を 得 る プ ロ セ ス を 
"Opportunity-based learning（OBL, 経験に
よる学習）"と呼んで，新しい概念を示した．
そして調査結果が一般的知識として体系化
されて，次なる災害への減災効果を生む動学
的プロセスを定式化した．そして最適な災害
調査費に関する財政ルールを導いた．また，
災害時に最適な OBLを実施することによって，
平常時の経済成長率が上昇する可能性があ
ることが示された．自然災害がマクロ経済成
長に与えるインパクトに関しては，それほど
大きな負の影響はないといった実証分析の
結果は少なくない．中には，災害が老朽化し
た施設の取り換えや新技術の導入の契機に
なる等の理由によって，正の経済成長効果を
もたらすといった指摘も存在する．本研究も，
自然災害リスクの存在が経済成長率を向上
させる可能性があることを示すものである．
ただし，本研究ではその成長エンジンを OBL，
すなわち「経験による学習」に見出した．東
日本大震災では，地震と津波との複合災害や
原子力発電事故など，経験によってしか学習
しえない知見が得られている．起こった惨事
が将来繰り返されないよう，この機会
(opportunity)の経験・知見を最も有効に利
用するための調査・研究活動が求められる．
本研究では，そのための資金の支出を経済成
長によってバックアップすることを支持す
る理論フレームの作成を試みた．また，別の
モデルでは，地域住民や専門家の間のコミュ
ニケーションを明示的にモデル化した防災

知識の形成過程の分析も行った． 
災害調査によって収集される「事実」は，「動
かない要素」である．地域の中だけで伝承さ
れたローカルな知識も「動かない」．その一
方，研究者はそこから他の地域でも適用でき
る一般知識を形成する．それは知識を「動く
要素」へと変換することを意味する．一般化
された知識は国際的にも「動く要素」となっ
て各国の防災に貢献することになる． 
 24年度には，サブテーマ「動学的確率的マ
クロ経済モデルの長期的な防災投資計画へ
の応用分析」に取り組んだ．そこでは，災害
の不確実性と影響の長期性，および国の防災
技術水準を考慮したうえで，長期的な防災投
資計画を分析することができる動学的確率
的マクロ経済モデルを構築した．本モデルを
用いた分析により，災害リスク存在下におけ
る，生産資本ストックと防災資本ストックの
最適水準の動的経路が示された．さらに，災
害被害額の規模や経済水準の規模が最適な
防災投資水準に影響すること，災害被災後の
復興計画と防災計画に対する示唆など，災害
リスク下におけるマクロ経済的な投資政策
に関する示唆を得ることができた． 
 また，東日本大震災がもたらした原子力リ
スクの問題に着目して，サブテーマ「原子力
発電と新エネルギー開発投資のシャドウプ
ライスの構造に関する基礎的研究」を行った．
そこでは動学的最適化モデルを用いて，原子
力事故のリスク下におけるエネルギー転換
政策について分析した．モデルでは，事故に
よる被害を放射性物質の拡散とした．はじめ
に，転換期間中に起こり得る原子力事故のリ
スクや，事故発生による放射性物質の拡散の
被害を考慮した，社会厚生関数を設定した．
そして生産に必要なエネルギー量の制約条
件下の最適化条件より，原子力発電や新エネ
ルギーのシャドウプライスを導出し，その構
造を分析した．また最適なエネルギー転換ル
ールについて検討した．分析の結果，政策決
定に適用されるべき割引率は，時間的割引率
のみならず，原発と居住地との距離を反映し
た空間的割引率や，原発事故の到着率に依存
していることが明らかになった．また，原発
事故が発生した際に放出される放射性物質
の総量の低下や，原発からより遠くへの居住
地移転，汚染物質の２次拡散の防止等の対策
は，原発の閉鎖を伴うエネルギー転換政策と
代替的な役割を発揮するといえることが理
論的に導かれた． 
 さらに，サブテーマ「地域資産の継承とア
イデンティティ形成に関する基礎的研究」に
取り組んだ．そこでは地域のインフラである
地域資産や文化の継承や，それに関わる個人
のアイデンティティの形成の問題を研究し
た．とりわけ津波災害後の高台移転などによ
って，人々の習慣や地域社会の人間関係を形



 

 

成していた環境や文化が失われるときに，
人々が居住地選択をどのように考えるのか
に着目した．グローバル経済におけるローカ
ルなアイデンティティの存続の可能性につ
いて検討した．ここでは社会心理学の実践共
同体理論と経済学の選択モデルを融合した
モデルの開発を試みた． 
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